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要旨：本研究は，コンクリート構造物の塩害に対する耐久性照査を信頼性理論に基づく限界状態設計法の枠

組みの中で実現することを目的とした基礎的研究である。海洋からの塩分の飛来から鋼材腐食の発生，さら

には，その後の腐食ひび割れの発生までの予測に伴う種々の不確定性を考慮して設計耐用期間内の腐食ひび

割れ発生確率を信頼性理論に基づき算定した。その上で，その腐食ひび割れ発生確率を目標値へと漸近させ

ることのできる部分係数と設計規準式を提案した。提案した部分係数と設計規準式を用いることで，設計者

は確率計算を行うことなく，意図した耐久信頼性を有するコンクリート構造物を設計できることを示した。 
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1. はじめに 

 著者らは，飛来塩分量の評価から鋼材位置における塩

化物イオン濃度が鋼材腐食発生の限界塩化物イオン濃

度を超過するか否かを判定するまでの一連のプロセス

に介在するバラツキを陽に取り込むことで，設計耐用期

間内における鋼材腐食の発生確率の評価手法を提案し

た 1)。また，鋼材腐食が発生しても，鉄筋コンクリート

(RC)構造物の構造性能は急激に低下しないことから，耐

久設計の合理化を図るため，ある程度の鋼材腐食を許容

した耐久設計に関する検討を行い，腐食ひび割れ発生点

へと耐久設計上の限界状態を移行することで有意に必

要かぶりを低減できることを示した 2)。 

 参考文献 2)に示した手法を用いれば，塩害環境やコン

クリートの品質に関わらず，設計耐用期間内の腐食ひび

割れの発生確率を目標値に漸近させるための必要かぶ

りを決めることができる。しかし，その過程では，設計

者が実際に確率計算を行う必要があり，信頼性解析に馴

染みがない技術者には煩雑なものである。そこで，部分

係数を用いた設計法を提案する。予め目標とする腐食ひ

び割れ発生確率を確保可能な部分係数を算定しておく

ことで，確率的な計算を行うことなく，所要の耐久信頼

性を確保可能な RC 構造物の必要かぶりを決定できる。 

 

2. 腐食ひび割れ発生点を限界状態とした RC 構造物の

耐久信頼性評価法 

2.1 概説 

 飛来塩分量の評価から腐食ひび割れ発生の評価まで

に至る種々の不確定性を考慮して，設計耐用期間内にお

ける RC 構造物の腐食ひび割れ発生確率を算定するフロ

ーの概略を図－1 に示す。この中で，塩害環境の厳しさ

を飛来塩分量 Cair を指標として確率論的ハザード曲線

H(Cair)として評価する部分(図中，step 1 と step 2)，およ

び任意の飛来塩分量に対して塩化物イオンの浸透予測

を行い，鋼材位置における塩化物イオン濃度が鋼材腐食

発生の限界塩化物イオン濃度を超過するか否かを判定

する部分(図中，step 3)は，参考文献 1)で検討済みである。

設計耐用期間内の鋼材腐食量が腐食ひび割れ発生の限

界腐食減量を超過するか否かを判定する部分(図中，step 

4)は，基本的には参考文献 2)に基づくが，後述するよう

に，鋼材腐食速度の評価法を一部見直している。この

step 3 と step 4 より，任意の飛来塩分量が与えられた場

合に，設計耐用期間 Td内における条件付の腐食ひび割れ

発生確率がフラジリティ曲線 Fr(Cair,Td)として算定され

る(図中，step 5)。最後に，確率論的ハザード曲線とフラ
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図－1 腐食ひび割れ発生確率の算定フロー 
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ジリティ曲線を用いることで，設計耐用期間 Td内におけ

る腐食ひび割れ発生確率(損傷確率)pf を次式により算定

できる(図中，step 6)。 
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 以下では，図－1 の step 3 と step 4 で用いる解析モデ

ルと入力パラメータの統計量，および限界状態式につい

て詳細を述べる。 

2.2 解析モデルと限界状態式 

(1) 鋼材腐食発生の判定方法 

 鋼材腐食発生の判定を行うためには，供用開始後 t 年

での鋼材位置における塩化物イオン濃度 C を評価し，そ

れが鋼材腐食発生の限界塩化物イオン濃度 Climを超過す

るか否かを判定する必要がある。このうち，供用開始後

t 年での鋼材位置における塩化物イオン濃度 C は，参考

文献 1)と同様に，Fickの拡散方程式に基づいて評価する。 
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ここに，Us は Fick の拡散方程式に基づいて塩化物イオン

濃度を算定する際のバラツキを考慮する係数 1)，C0は表

面塩化物イオン濃度，c はかぶり，Dc は見かけの拡散係

数であり，erf(⋅)は誤差関数である。 

 式(2)の表面塩化物イオン濃度 C0 は，参考文献 3)に基

づき，飛来塩分量 Cair の関数として以下のように与える。 

379.0
0 988.0 airc CUC ⋅=                        (3) 

ここに，Ucは飛来塩分量 Cair から表面塩化物イオン濃度

C0を推定する際のバラツキを考慮する係数である。 

 また，かぶりの評価に際しては，施工誤差を考慮する

ものとし，見かけの拡散係数については，水セメント比

W/C から推定する際のバラツキを考慮する。これらの設

定方法については，基本的に参考文献 1)と同様である。 

 以上で算定された鋼材位置における塩化物イオン濃

度 C が鋼材腐食発生の限界塩化物イオン濃度 CT を超過

した場合に，鋼材腐食が発生すると判定される。従って，

CT と C の差で評価される式(4)の限界状態式 g1が負とな

った場合に，鋼材腐食が発生すると判定する。 
),,,( 01 tDCcCCg cT −=                         (4) 

なお，Us, Uc, CT の各統計量については後述する。 

(2) 腐食ひび割れ発生の判定方法 

 腐食ひび割れの発生を判定する際は，鋼材の腐食速度

に基づいて腐食量の累積値を評価し，それと腐食ひび割

れ発生の限界腐食減量を比較する。 

 このうち，鋼材の腐食速度について，著者らは参考文

献2)において，鋼材位置における塩化物イオン濃度の時

間変化に基づいて鋼材腐食速度を算定し，その時間積分

値として腐食量を得る手法を採用した。この手法では，

塩化物イオン濃度の時間的な増加とともに鋼材の腐食

速度が増加することとなる。しかしながら，塩化物イオ

ンは鋼材表面の不動態皮膜の破壊に関与するだけであ

り，不動態皮膜の破壊後は，塩化物イオン濃度と鋼材腐

食速度には明確な相関関係は認められない4)。 

 そこで，本研究では，実構造物の鋼材腐食減量の測定

から鋼材の腐食速度を算定している中川らの研究 4)を参

考にして，腐食ひび割れ発生前の鋼材の腐食速度を評価

する。このとき，鋼材の腐食速度を V とすると，設計耐

用期間 Td 経過時点における単位腐食量 Q は次式によっ

て算定される。 
)(),,( coddco TTVTTVQ −=                     (5) 

ここに，Tcoは，式(4)の限界状態式 g1 =0 を満足するよう

に決定される鋼材腐食発生までの時間である。 

 なお，中川らの研究のように，実構造物の調査に基づ

く測定値を用いた場合，構造物周辺の環境の違いが含ま

れた統計量となるため，その変動係数は大きいものとな

らざるを得ない。鋼材の腐食速度に影響する，鋼材周辺

の含水量や酸素量，さらには温度の影響を反映した腐食

速度の算定法が確立されれば，中川らの研究に基づいた

場合よりも腐食速度の設定に伴うバラツキが低減でき，

腐食ひび割れ発生確率が小さくなると期待される。これ

らは，今後の課題としたい。 

 一方，腐食ひび割れ発生の限界腐食減量については，

Qi・関 5)の腐食ひび割れ幅－腐食量の算定式を用いて評

価する。なお，本研究では，腐食ひび割れ発生点の定義

を腐食ひび割れ幅が 0.1mm に達した時点とする。これは，

腐食ひび割れ幅 0.1mm を境に鋼材の質量減少率が急増

するものが多く 6),7)，実験上のひび割れ発生点として用

いられること，また，透水性や物質透過性についても急

変すると報告 8),9)されているからである。 
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ここに，Qcr は腐食ひび割れ発生の限界腐食減量，Uqは腐

食ひび割れ幅から腐食量を推定する際におけるバラツ

キを考慮する係数，ρsは鉄筋の密度，γは腐食生成物の体

積膨張率で 3.0 とし，c はかぶり，d は鉄筋径，Ecはコン

クリートの弾性係数，f ′c はコンクリート圧縮強度，wc は

腐食ひび割れ幅(0.1mm)，α0, β0, α1, β1は補正係数 5)である。 

 なお，コンクリート圧縮強度 f ′cは，コンクリートの水

セメント比 W/C との関係式 10)を利用して与えることと

し，コンクリートの弾性係数については，コンクリート

圧縮強度から道路橋示方書 11)に基づいて定める。 
)CW(0.215.20 +−=′cf                      (7) 

-730-



 以上で得られた設計耐用期間 Td 経過時点における腐

食量 Q と，腐食ひび割れ発生の限界腐食減量 Qcrとを比

較する式(8)の限界状態式 g2が負となった場合に，腐食ひ

び割れが発生すると判定する。 
),,(2 dcocr TTVQQg −=                       (8) 

2.3 耐久信頼性評価に用いるパラメータの統計量 

(1) 鋼材腐食発生の判定に係るパラメータ 

鋼材腐食発生の判定に係るパラメータは，基本的に参

考文献 1)と同様に設定する。ただし，見かけの拡散係数

の(実験値)/(解析値)については，前田ら 12)の報告に基づ

いて統計量の見直しを行い，平均値 1.89，変動係数 1.84

の対数正規分布に従うとしている。 

(2) 腐食ひび割れ発生の判定に係るパラメータ 

 腐食ひび割れ発生の判定に係るパラメータのうち，鋼

材腐食速度は中川ら 4)の調査結果に基づいて定める。な

お，中川らは，鋼材腐食速度を鋼材の断面減少率で評価

しているため，単位腐食量に基づく鋼材腐食速度に変換

した。ここで，中川らの調査対象の実橋では，健全時の

鉄筋径に若干相違があるものの，直径 15mm 程度の鉄筋

を使用した橋梁が多かったことから，全ての場合で直径

15mm の鉄筋が使用されていると仮定し，断面減少率を

単位腐食量へ変換した。その結果，腐食速度の平均値は

6.10mg/cm2/年となり，腐食速度の変動係数は 0.580 であ

った。なお，この鋼材腐食速度の統計量は，松島ら 13)

が報告しているものと同程度である。 

 また，腐食ひび割れ発生の限界腐食減量のバラツキを

考慮する係数 Uq については，参考文献 2)で示した乾湿

繰返実験による実験値と Qi・関の算定式(式(6))による計

算値の比として得られる統計量を用いた。 

(3) 考慮する不確定要因の一覧 

 鋼材腐食発生から腐食ひび割れ発生の評価までに係る

不確定要因の一覧を表－1 にまとめて示す。 

2.4 腐食ひび割れ発生点を限界状態とした RC 構造物の

耐久信頼性評価 

(1) 解析条件 

 耐久信頼性評価の条件としては，設計耐用期間 Td を

50 年，軸方向鉄筋 D32 の使用を前提とし，RC 構造物の

建設地点としては，塩害環境の相違を考慮するために新

潟市と宇和島市のそれぞれの海岸線からの距離 0.1km の

地点を想定する。その上で，水セメント比を W/C = 45, 

60%，かぶりを c = 100, 200mm と変化させた場合の構造

物の耐久信頼性を評価する。 

 なお，構造物の耐久信頼性は，式(1)で算定される腐食

ひび割れ発生確率 pf を以下の関係式に基づいて信頼性

指標βへと変換したものを用いて評価する。 

)(1 pf−Φ−=β                              (9) 

ここに，Φ(⋅)は標準正規分布の累積分布関数である。 

(2) 塩害環境ハザード曲線 

 参考文献1)の手法に基づいて算定された解析対象地点

の塩害環境ハザード曲線を図－2 に示す。 

(3) フラジリティ曲線 

 フラジリティ曲線の算定結果を図－3 に示す。図から

明らかなように，水セメント比が小さく，また，かぶり

が大きいほど，鋼材位置への塩化物イオンの浸透が抑え

られることから，条件付の腐食ひび割れ発生確率(損傷確

率)が小さくなることが確認される。 

表－1 考慮する不確定要因の一覧 

不確定要因 確率分布 平均値 
変動係数

または 
標準偏差

表面塩化物イオン濃

度のバラツキを考慮

する係数 Uc
 3) 

対数正規 1.43 1.08 

拡散方程式の算定値

のバラツキを考慮す

る係数 Us
1) 

対数正規 1.24 0.906 

見かけの拡散係数の

バラツキを考慮する

係数 Ud
12) 

対数正規 1.89 1.84 

鋼材腐食発生の限界

塩化物イオン濃度 1) 正規分布 2.03kg/m3 0.375 

かぶりの施工誤差 1) 正規分布 8.5mm 16.6mm∗1)

腐食ひび割れ発生前

の鋼材腐食速度 4) 対数正規 
6.10 

mg/cm2/年 0.580 

腐食ひび割れ発生の限

界腐食減量のバラツキ

を考慮する係数Uq
2) 

対数正規 3.86 0.352 

∗1) かぶりの施工誤差のみ，標準偏差を示しており， 
かぶりの大きさに関わらず，表中の値を一律に適 
用する。 

0 2 4 6 8 10 
飛来塩分量(mdd) 

100

10−1

10−2

超
過
確
率

 

図－2 塩害環境ハザード曲線 

新潟市 
海岸線からの距離 d = 0.1km 
 

宇和島市 
海岸線からの距離 d = 0.1km 

-731-



(4) 信頼性指標 

 図－2 に示した塩害環境ハザード曲線と図－3 に示し

たフラジリティ曲線を用いて，式(1)および式(9)によって

当該地点に位置する RC 構造物の腐食ひび割れ発生の可

能性を信頼性指標として求めた。結果を表－2 に示す。 

 同一のかぶりでも水セメント比や RC 構造物の位置す

る塩害環境により RC 構造物の信頼性指標βは異なって

おり，所要の耐久信頼性を確保する上で，全国一律な最

小かぶりを設定することはできないことを示している。

次章では，所要の耐久信頼性を RC 構造物に付与するた

めの耐久信頼性設計法を構築する。 

 

3. 腐食ひび割れ発生点を限界状態とした RC 構造物の

耐久信頼性設計法 

3.1 概説 

 本章では，腐食ひび割れ発生点を限界状態として，塩

害環境やコンクリートの品質の相違に関わらず，所要の

耐久信頼性を確保可能な耐久信頼性設計法を構築する。

その際，設計者に確率的な計算を求めない部分係数によ

る設計法を採用する。 

3.2 部分係数と設計規準式 

 設計耐用期間 Td 内の腐食ひび割れの発生を許容しな

いことから，部分係数γ1 とγ2 を用いた腐食ひび割れ発生

時間の設計値Tcrack,dがTd以上であることを確認する設計

規準式(式(10))を提案する。 

1
,
≤

dcrack

d

T
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2

1

1
, γγ

TTT dcrack +=                            (11) 

ここに，T1, T2は，それぞれ次の関係式を満足するように

定める鋼材腐食発生までの時間，および鋼材腐食発生か

ら腐食ひび割れ発生までの時間である。また，部分係数

γ1はT1の評価に介在する不確定性に対応するための部分

係数, 部分係数γ2は T2の評価に介在する不確定性に対応

するための部分係数である。 
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ここに，C0,dは後述する表面塩化物イオン濃度の設計値，

cd は設計かぶり，Dc,d は見かけの拡散係数の設計値であ

り，参考文献 1)と同様に，前田ら 12)の算定式に基づく

Dcとして与える。Clim,dは鋼材腐食発生の限界塩化物イオ

ン濃度の設計値で 2.03kg/m3 とし，Qcr,d は式(6)において

Uq にその中央値を与えて算定される腐食ひび割れ発生

の限界腐食減量の設計値，Vdは鋼材腐食速度の設計値で

あり，表－1 に基づいて中央値として与える。 

3.3 表面塩化物イオン濃度の設計値 

 表面塩化物イオン濃度の設計値 C0,dは，地域の塩害環

境や海岸線からの距離の相違に関わらず，同程度の耐久

信頼性を確保できるように，参考文献 1)で提示した C0,d

の算定式を式(14)のように見直した。この見直しは，参

考文献 1)では，鋼材位置における塩化物イオン濃度とそ

表－2 耐久信頼性評価結果 

解析条件 
信頼性指標β 

新潟市 
d = 0.1km 

宇和島市 
d = 0.1km 

W/C = 45%，c = 100mm 1.45 1.62 

W/C = 45%，c = 200mm 2.19 2.34 

W/C = 60%，c = 100mm 1.07 1.26 

W/C = 60%，c = 200mm 1.67 1.83 
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図－4 表面塩化物イオン濃度の設計値 
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の限界値を比較していた設計規準式を式(10)のように時

間軸で照査する形式の設計規準式へと変更したことな

どに依るものである。 

25.01.025.0
,0 2.4 −= durC d                       (14) 

ここに，r は海風比率，u は平均風速，d は海岸線からの

距離である。 

 表面塩化物イオン濃度の設計値 C0,dを幾つかの地点で

算定したものを図－4 に示す。同一の海岸線からの距離

であっても，地域によって C0,dの値が変化しており，塩

害環境の相違が反映されていることが確認される。なお，

現行のコンクリート標準示方書 14)における設計値は，地

域の違いを考慮できないものだが，その距離減衰性状は，

提案した式(14)とほぼ同程度になっている。 

3.4 部分係数の算定手順 

 式(10)の設計規準式では，2 つの部分係数γ1とγ2を用い

たが，実際には，どちらかの部分係数を固定し，もう一

方の部分係数を大小させることのみで所要の耐久信頼

性を確保可能である。そこで，T1>T2 の関係があること

から，γ2=1.0 とし，γ1 を目標とする耐久信頼性に応じて

変化させることにした。将来的に，鋼材腐食発生までの

評価に係るパラメータの統計量の改善や精度の良い解

析モデルが使用された場合にはγ1 を修正し，同様に，そ

れ以降で腐食ひび割れ発生までの評価に係るものが見

直された場合にはγ2を修正することにした。 

 以上のことを踏まえた上で，部分係数γ1 は次の手順に

より決定する。なお，部分係数を算定する際に想定する

構造物の建設地点としては，参考文献 1)と同じ全国 38

地点(北海道～沖縄県)とする。 

1) 目標信頼性指標βT を設定する。 

2) 部分係数γ1の値を仮定する。 

3) 全国 38 地点に対して，式(10)を満足する設計かぶり

を算定し，その設計かぶりを有する RC 構造物の腐

食ひび割れ発生確率を 2 章に示した手法で算定する。 

4) 全国 38 地点で算定された腐食ひび割れ発生確率 pfi 

(i=1,2,…,38)について，式(9)により信頼性指標βi に変

換する。 

5) 以下の目的関数 w を最小にする部分係数γ1の値を探

索できるまで，2)～4)を繰り返す。 

∑
=

−=
38

1

2)(
i

Tiw ββ                          (15) 

3.5 目標耐久性レベル 

 目標耐久性レベルに相当する目標信頼性指標βT は，本

研究ではβT =1.5, 2.0 とした。これは，参考文献 1)で検討

したように，現行のコンクリート標準示方書に準拠して

耐久設計を行った場合，鋼材腐食発生確率に対応する信

頼性指標が概ね 1.5～2.0 程度の範囲にあったことを踏ま

えて設定したものである。 

3.6 部分係数の試算 

 目標信頼性指標毎に部分係数を試算した結果を表－3

 
表－3 目標信頼性指標に対応した部分係数 

目標信頼性指標βT γ1 γ2 

1.5 1.0 1.0 

2.0 4.0 1.0 
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地点番号 

2.0 

2.5 

1.5 

信
頼
性
指
標

 

図－6 提案した設計規準式と部分係数によって設計された RC 構造物の信頼性指標 

目標信頼性指標βT = 2.0，設計耐用期間 Td = 50 年，軸方向鉄筋 D32，海岸線からの距離 d = 0.1km 
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図－5 提案した設計規準式と部分係数によって設計された RC 構造物のかぶり 
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に示す。また，試算された部分係数を用いて式(10)の設

計規準式により決定された RC 構造物のかぶりを図－5

に示し，各 RC 構造物の腐食ひび割れ発生確率を求め，

それらを信頼性指標に変換した結果を図－6 に示す。図

－5 および図－6 は，βT =2.0 のときの結果である。 

 提案した部分係数による設計法を用いることで，コン

クリートの品質や塩害環境の相違に応じて図－5 のよう

に適切なかぶりの大きさが決定され，図－6 に示したよ

うに，概ね目標とするβTを確保できる。 

 

4. まとめ 

 本研究は，構造設計の分野で用いられてきた信頼性設

計の考えを耐久設計へ適用することを試みた基礎的研

究である。本研究で得られた結論を以下に示す。 

1) 海洋からの塩分の飛来から腐食ひび割れ発生の判

定までの一連のプロセスに介在する種々のバラツ

キを陽に考慮した上で，腐食ひび割れ発生確率を定

量化した。 

2) 腐食ひび割れ発生確率を目標値へと漸近させるこ

とのできる耐久信頼性設計法を構築した。提案した

部分係数と設計規準式を用いることにより，設計者

は確率計算を行うことなく，コンクリートの品質や

塩害環境によらず所要の耐久信頼性を概ね確保し

たコンクリート構造物を設計できる。 
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